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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第31期

第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 19,492 20,910 25,099

経常利益 (百万円) 1,254 695 1,305

四半期(当期)純利益 (百万円) 632 316 658

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 591 1,126 1,257

純資産額 (百万円) 21,807 22,341 21,572

総資産額 (百万円) 30,148 31,571 30,330

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 72.09 35.91 74.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.1 70.5 70.9
 

　

回次
第31期

第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 44.25 31.97
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

３ 株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、第32期第３四半期連結累計期間及び第32期第３四半期連結会計

期間の１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数は、資産管理サービス信

託銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式の数を自己株式に含めて算定しております。

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

EDINET提出書類

レック株式会社(E02444)

四半期報告書

 2/17



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による金融政策等を背

景に円安や株高が進行したことから、輸出企業を中心に企業業績は改善してきておりますが、輸入資

材・燃料等の価格上昇や海外景気の下振れリスク等により、先行き不透明な状況で推移いたしました。

当グループの属する日用品業界におきましては、雇用環境は改善しつつあるものの所得は横ばいのま

まであること等から、消費者の日用品に対する節約志向は継続する一方で、原油価格の上昇及び円安等

による製造コストの上昇や競合他社との価格競争が激しさを増していること等、経営環境は厳しい状況

で推移いたしました。

このような環境の中、当グループでは、当業界のリーディングメーカーとして競合他社を圧倒する新

製品提案及び販促キャンペーン「日本全国激落ち祭り」等の拡販策によるシェアの獲得・販路の拡大を

優先するとともに、引き続き内製化を推進し製品供給体制の強化や商材の拡充等に努めてまいりまし

た。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は209億10百万円(前年同期比7.3％増)となり、為替

が円安で推移し調達コストが上昇したこと等から営業利益は2億23百万円(前年同期比78.9％減)、経常

利益は6億95百万円(前年同期比44.5％減)、四半期純利益は3億16百万円(前年同期比50.0％減)となりま

した。

当グループの事業は、「日用雑貨衣料品事業」の単一セグメントであるため、セグメントごとの業績

の記載を省略しております。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ12億41百万円増加し、315億

71百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ13億97百万円増加し、193億98百万円となりました。主な増加

は、受取手形及び売掛金の増加13億92百万円、投資有価証券からの振替等による有価証券の増加5億3百

万円、前払費用の増加等によるその他の増加4億37百万円、原材料及び貯蔵品の増加2億27百万円であ

り、主な減少は、現金及び預金の減少13億10百万円であります。　

固定資産は、前連結会計年度末に比べ1億56百万円減少し、121億72百万円となりました。主な増加

は、金型投資等による有形固定資産の増加3億21百万円であり、主な減少は、投資有価証券の減少等に

よる投資その他の資産の減少4億12百万円であります。
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負債は、前連結会計年度末に比べ4億72百万円増加し、92億29百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ80百万円増加し、29億44百万円となりました。主な増加は、未

払金の増加等によるその他の増加2億55百万円であり、主な減少は、賞与引当金の減少1億65百万円であ

ります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ3億91百万円増加し、62億85百万円となりました。主な増加

は、長期借入金の増加4億57百万円及び繰延税金負債の増加等によるその他の増加1億47百万円であり、

主な減少は、社債の減少1億56百万円であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ7億68百万円増加し、223億41百万円となりました。これは主に、

円安による為替換算調整勘定の増加5億61百万円及び株高によるその他有価証券評価差額金の増加2億15

百万円によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりであります。

① 基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者で

ある必要があると考えております。

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、株式会社の支配権の移転を伴う買付

提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。し

かしながら、株式の大量買付の中には、その目的、態様等から見て企業価値・株主共同の利益に資さ

ないものも少なくありません。

当社の企業価値の源泉としては、「商品企画開発力」があり多くの知的所有権を保有しております

が、当社株式の買付を行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、

向上させられるものでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま

す。このような濫用的な買収に対しては、当社は必要かつ相当な抵抗をすることにより、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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② 具体的な取組み

  当社は、平成18年５月２日開催の取締役会決議にて、「当社株式等の大規模買付行為に関する対応

方針」を導入し、その後、平成21年６月26日開催の第27回定時株主総会においてその内容を一部変更

の上、継続してまいりましたが、平成24年６月開催の定時株主総会終結の時をもって有効期間が満了

することから、企業価値の向上、株主共同の利益の保護といった観点から、延長の是非も含めそのあ

り方について検討した結果、平成24年６月28日開催の第30回定時株主総会において「当社株式等の大

規模買付行為に関する対応方針」(以下、「本プラン」という。)の継続を決定しております。

 本プランは、当社株式等に対する大規模買付行為が行われる場合に、当社取締役会が、大規模買付

行為を行おうとする者または大規模買付行為の提案を行う者(以下、併せて「大規模買付者等」とい

う。)に対して、当該大規模買付者等及び大規模買付行為に関する情報の提供を求め、第三者委員会

による勧告等を最大限尊重して、当該大規模買付行為について評価・検討し、大規模買付者等との買

付条件に関する交渉や株主の皆様への代替案等の提示を行い、一定の場合には対抗措置を発動するた

めの手続きであります。

 本プランは、当社が発行する株式等について、(a)保有者及びその共同保有者の株式等保有割合が

20％以上となる買付、または(b)公開買付後の公開買付者の株式等所有割合及びその特別関係者の株

式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付を対象としております。また、大規模買付者等に対

し、事前に大規模買付者等の概要、買付目的、経営方針等に関する必要かつ十分な情報及び本プラン

に定められた手続きを遵守する旨の誓約を明示した書面等を当社取締役会に提出することを求め、当

社取締役会が必要かつ十分な情報を入手後、当該大規模買付行為に対する評価・検討等を適切に行う

ための一定の期間を設定(以下、「取締役会評価期間」という。)し、取締役会評価期間終了日までに

当社取締役会としての意見を公表するものとしております。なお、大規模買付者等は、取締役会評価

期間が経過した後においてのみ大規模買付行為を開始することができるものとしております。

 本プランの手続きが遵守されない場合には、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益

を守ることを目的として新株予約権の発行等の対抗措置を講じる可能性があることといたしました。

また、大規模買付行為に対して当社取締役会が発動する対抗措置の合理性・公正性を担保するため第

三者委員会を設置しております。

③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

本プランは、前記②記載のとおり、その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなされ、

かつ、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入されたものであり、いずれも

基本方針に沿うものであります。

なお、本プランにおいては、当社取締役会の恣意的な判断によって対抗措置が発動されることを防

止するため、対抗措置を発動する場合には必ず第三者委員会の判断を経ることが定められており、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当グループの研究開発費の総額は5億49百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,891,340

計 28,891,340
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,541,335 9,541,335
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であ
ります。

計 9,541,335 9,541,335 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 9,541 ― 5,491 ― 6,949
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式
 

480,200

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

 

9,058,900
90,589 ─

単元未満株式
普通株式

 

2,235
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 9,541,335 ― ―

総株主の議決権 ― 90,589 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、資産管理サー

ビス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式262,000株(議決権2,620個)が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
レック株式会社

東京都中央区日本橋浜町
三丁目15番１号

480,200 ─ 480,200 5.03

計 ― 480,200 ─ 480,200 5.03
 

(注) 株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が

所有する当社株式262,000株は上記自己名義所有株式数には含まれておりません。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,793 5,483

受取手形及び売掛金 3,532 4,924

有価証券 403 906

商品及び製品 4,513 4,599

仕掛品 248 314

原材料及び貯蔵品 716 943

その他 1,794 2,232

貸倒引当金 △2 △5

流動資産合計 18,000 19,398

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,032 3,955

その他（純額） 4,360 4,759

有形固定資産合計 8,393 8,715

無形固定資産

のれん 71 －

その他 200 206

無形固定資産合計 272 206

投資その他の資産

投資有価証券 3,037 2,562

その他 661 723

貸倒引当金 △35 △35

投資その他の資産合計 3,663 3,250

固定資産合計 12,329 12,172

資産合計 30,330 31,571
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 665 633

短期借入金 131 172

未払法人税等 284 264

賞与引当金 316 151

その他 1,466 1,721

流動負債合計 2,863 2,944

固定負債

社債 260 104

長期借入金 4,671 5,128

退職給付引当金 328 308

役員退職慰労引当金 342 361

資産除去債務 35 36

負ののれん 114 57

その他 140 288

固定負債合計 5,893 6,285

負債合計 8,757 9,229

純資産の部

株主資本

資本金 5,491 5,491

資本剰余金 7,109 7,023

利益剰余金 9,421 9,380

自己株式 △1,129 △1,043

株主資本合計 20,893 20,852

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 547 763

繰延ヘッジ損益 △4 18

為替換算調整勘定 54 615

その他の包括利益累計額合計 597 1,396

少数株主持分 81 92

純資産合計 21,572 22,341

負債純資産合計 30,330 31,571
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 19,492 20,910

売上原価 12,445 14,624

売上総利益 7,046 6,286

販売費及び一般管理費 5,983 6,062

営業利益 1,062 223

営業外収益

受取利息 12 26

受取配当金 28 31

負ののれん償却額 57 57

デリバティブ評価益 164 216

為替差益 － 192

助成金収入 9 0

その他 59 16

営業外収益合計 330 541

営業外費用

支払利息 37 39

為替差損 70 －

支払保証料 3 1

その他 27 27

営業外費用合計 139 68

経常利益 1,254 695

特別利益

投資有価証券売却益 12 －

補助金収入 － 93

企業誘致助成金 － 90

特別利益合計 12 183

特別損失

固定資産除却損 6 1

投資有価証券評価損 5 －

特別損失合計 12 1

税金等調整前四半期純利益 1,255 878

法人税、住民税及び事業税 555 529

法人税等調整額 59 19

法人税等合計 614 548

少数株主損益調整前四半期純利益 640 330

少数株主利益 8 13

四半期純利益 632 316
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 640 330

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △47 215

繰延ヘッジ損益 11 19

為替換算調整勘定 △13 561

その他の包括利益合計 △48 796

四半期包括利益 591 1,126

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 583 1,115

少数株主に係る四半期包括利益 8 10
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【注記事項】

(追加情報)

（株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)における会計処理方法）

当社は、平成25年８月29日開催の取締役会において、従業員に対する新しい報酬制度として退職時に

当社株式に交換可能なポイントを付与し、株価や業績との連動性をより高め、社員の意欲や士気を高め

ることを目的に、「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」を導入することを決議いたしました。

この導入に伴い、平成25年９月17日付で資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)(以下、信託

Ｅ口という。)が当社株式262,000株を取得しております。

当該株式給付信託に関する会計処理については、経済的実態を重視する観点から、当社と信託Ｅ口は

一体であるとする会計処理をしており、信託Ｅ口が所有する当社株式や信託Ｅ口の資産及び負債並びに

費用及び収益については、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算

書並びに四半期連結キャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。

なお、平成26年２月14日現在において信託Ｅ口が所有する自己株式数は262,000株、四半期連結貸借

対照表計上額は310百万円であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、の

れんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 896百万円 916百万円

のれんの償却額 71百万円 71百万円

負ののれんの償却額 57百万円 57百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　
１ 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 170 20 平成24年３月31日 平成24年６月７日

平成24年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 170 20 平成24年９月30日 平成24年12月５日
 

　

２ 株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成24年10月18日を払込期日とする第三者割当増資を実施いたしました。この結果、当第３

四半期連結累計期間において資本金が5億19百万円、資本準備金が5億19百万円増加し、当第３四半期連

結会計期間末において資本金が54億91百万円、資本剰余金が71億9百万円となっております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　
１ 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 175 20 平成25年３月31日 平成25年６月６日

平成25年10月31日
取締役会(注)

普通株式 利益剰余金 181 20 平成25年９月30日 平成25年12月５日
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ

口)が保有する当社株式に対する配当金5百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当グループは、日用品の企画・製造・販売を主な内容として事業活動を展開しており、「日用雑貨衣料

品事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 72円09銭 35円91銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 632 316

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 632 316

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,773 8,799
 

(注) １ 株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、当第３四半期連結累計期間の普通株式の期中平均株式数の算出

に当たっては、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式262千株を控除しており

ます。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年10月31日開催の取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録され

た株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額 181百万円

(2) １株当たりの金額 20円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月５日
 

（注）配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ

口)が保有する当社株式に対する配当金5百万円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員    

 
公認会計士   浅   野   裕   史   印

指定有限責任社員
業務執行社員    

 
公認会計士   谷   津   良   明   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年２月13日

レック株式会社

 取締役会 御中

　

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

レック株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成

25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、レック株式会社及び連結子会社の平成25年

12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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